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平成 25 年 11 月 27 日 

 

 
プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社 

 
平成 25 年度上半期業績報告 

 
 

プルデンシャル・グループ[プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン、プルデ

ンシャル生命、ジブラルタ生命、PGF 生命（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャ

ル生命）]の平成 25 年度上半期（平成 25 年 4 月 1 日～平成 25 年 9 月 30 日）の業績につ

いて、下記の通りお知らせいたします。 

 

 

 

 
契約業績（生命保険会社３社単純合算：個人保険・個人年金保険） 

○新契約高は、3 兆 3,667 億円、前年同期から 13.7％の減少 

○保有契約高は、67 兆 7,927 億円、前年度末から 1.0％の増加 

 
損益関係（プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン連結） 

○経常収益は、1 兆 2,937 億円 、前年同期から 11.9％の減少 

○経常利益は、780 億円 、前年同期から 50.8％の増加 

○中間純利益は、433 億円 、前年同期から 61.6％の増加 

 

 

 
以上 

 



* 個人保険 + 個人年金保険

*

* 売買目的有価証券以外の有価証券のうち、時価のあるもの

▲ 52.8313,5631,566,002 1,715,810 ▲ 8.7

3社合算値は、各社の数値の単純合算であり、連結数値ではありません※保険料等収入を除く
3社合算値は、各社の百万円未満切り捨て数値を単純合算しています。（新契約件数の項目を除く）

３社単純合算　(注1) プルデンシャル生命
ＰＧＦ生命

（プルデンシャル
ジブラルタ ファイナンシャル生命）

ジブラルタ生命

H25年度
上半期末

H24年度末 増減率（％）
H25年度
上半期末

H24年度末 増減率（％）

94 ▲ 64.134

増減率（％）

▲ 11.6359 454

H24年度末

▲ 6.3 202 229

H25年度
上半期末

増減率（％）

新契約高 （百万円） 3,366,759 3,900,260

 4.利益

H24年度
上半期

1.8 3,375,336 3,279,271

増減率（％）
H25年度
上半期

H24年度
上半期

増減率（％）
H25年度
上半期

３社単純合算　(注1) プルデンシャル生命

増減率（％）
H25年度
上半期

H24年度
上半期

増減率（％）
H25年度
上半期

H24年度
上半期

ソルベンシー・マージン比率 （%） 892.2837.3

H24年度末

9,962,827 9,812,135

757.0 970.5 893.0748.9

増減率（％）H24年度末 増減率（％） H24年度末

2.9

増減率（％）
H25年度
上半期末

226,138 ▲ 4.6215,6971.5

119,093926,112 ▲ 1.7

1.9 34,702,495

総資産 （百万円） 13,553,860 13,317,544

H25年度
上半期末

増減率（％）

3.2 910,471

34,886,486 ▲ 0.5

H24年度末
H25年度
上半期末

 2.資産の状況等

30,599,520 30,043,044 2,490,774 2,223,886

ＰＧＦ生命
（プルデンシャル

ジブラルタ ファイナンシャル生命）

H25年度
上半期末

３社単純合算　(注1) プルデンシャル生命 ジブラルタ生命

9.9

保有契約高 （百万円） 67,792,789 67,153,416 1.0

505,769 489,851

12.0

130,884保有契約年換算保険料 （百万円） 1,547,124 1,535,056

保険料等収入 （百万円） 1,027,920 1,291,295

新契約件数 （千件）

▲ 13.7 1,487,194 1,519,879 ▲ 2.2

▲ 29.4

38,827

664,571

▲ 56.1

292,466 10.9 708,511 1,003,971

39,785

平成25年度上半期契約業績（生命保険会社３社単純合算）

H25年度
上半期

H24年度
上半期

増減率（％）
H24年度
上半期

増減率（％）
H25年度
上半期

H24年度
上半期

増減率（％）
H25年度
上半期

82,052 112,190

0.8

131

H25年度
上半期末

H24年度末

▲ 20.9 123

▲ 20.4 324,413

ＰＧＦ生命
（プルデンシャル

ジブラルタ ファイナンシャル生命）
ジブラルタ生命

増減率（％）
H25年度
上半期

H24年度
上半期

17,03433,578 ▲ 18.9▲ 26.9 27,239

ＰＧＦ生命
（プルデンシャル

ジブラルタ ファイナンシャル生命）
ジブラルタ生命

 3.含み損益

３社単純合算　(注1) プルデンシャル生命

H25年度
上半期末

H24年度末 増減額
H25年度
上半期末

増減額H24年度末
H25年度
上半期末

H24年度末 増減額
H25年度
上半期末

H24年度末 増減額

有価証券 （百万円） 877,567 1,158,403 371,203 ▲ 65,013▲ 280,836 306,189 ▲ 2,618558,808 772,011 ▲ 213,203 12,570 15,189

5,395うち国内株式 （百万円） 46,941 34,845 12,096

注1

保険料等収入は保険持株会社プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパンの連結数値です。

 1.契約の状況等

新契約年換算保険料 （百万円）

▲ 53.4267,628 573,750

37,779 ▲ 5.0

-- -2,278 39,268 29,450 9,8187,673

基礎利益 （百万円） 68,712 65,554 25,654 ▲ 44.94.8 14,136 5,716 ▲ 70.252,874 34,184 54.7 1,702

  2



連結ソルベンシー・マージン比率
H25年度上半期末 H24年度末

809.5% 769.3%

総資産
H25年度上半期末 H24年度末 増減率（％）

133,695 131,277 1.8

中間純利益
H25年度上半期 H24年度上半期 増減率（％）

433 268 61.6

経常利益
H25年度上半期 H24年度上半期 増減率（％）

780 517 50.8

保険料等収入　
H25年度上半期 H24年度上半期 増減率（％）

10,279 12,912 ▲ 20.4

プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン連結

（単位：億円）

経常収益　
H25年度上半期 H24年度上半期 増減率（％）

12,937 14,692 ▲ 11.9

3
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中間連結貸借対照表 

（単位：百万円）

期　　別 平成24年度末要約連結貸借対照表 平成25年度中間連結会計期間末
（2013年3月31日現在） （2013年9月30日現在）

科    目 金　　額 金　　額

215,088 173,003
58,500 37,900
12,898 14,316

107,619 98,622
1,712 1,652

11,509,204 11,829,490
654,178 678,502
142,297 133,858
110,018 104,676

9,788 11,580
200,008 190,982
108,416 96,704

 1,937  1,746
13,127,794 13,369,544

11,991,611 12,290,323

74,333 68,658
11,874,637 12,182,756

42,640 38,908
23,586 18,210

492,615 409,846
79,978 80,676

1,783 1,742
81,253 86,852

81,253 86,852
12,670,828 12,887,651

47,105 47,105
96,334 96,334

131,396 173,583
274,836 317,023
160,375 143,340
 13,958  16,158

 1,167 - 
145,249 127,181

36,880 37,688
456,966 481,893

13,127,794 13,369,544

（資産の部）

現 金 及 び 預 貯 金

コ ー ル ロ ー ン

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金

買 入 金 銭 債 権

金 銭 の 信 託

(負債の部）

保 険 契 約 準 備 金

有 価 証 券

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

再 保 険 貸

少 数 株 主 持 分

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

支 払 備 金

責 任 準 備 金

契 約 者 配 当 準 備 金

再 保 険 借

そ の 他 負 債

退 職 給 付 引 当 金

土 地 再 評 価 差 額 金

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計額 合計

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計

（純資産の部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

そ の 他 資 産

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計
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中間連結損益計算書 
（単位：百万円）

期   別

科　　目

金　　額 金　　額

1,469,203 1,293,704
1,291,295 1,027,920

164,274 250,681
153,055 181,482

4,291 13,711
2,706 2,562
3,213 -

- 37,174
- 223

1,006 1,133
- 14,393

13,634 15,102
1,417,430 1,215,614

541,230 712,993
127,446 153,307
56,869 65,906
70,832 93,179

173,378 285,581
13 4

28,404 13,917
84,286 101,097

549,556 308,140
549,500 308,118

56 22
149,821 29,847

3,420 3,124
0 -

1,875 6,463
7,064 889

126 252
- 16,056

126,991 -
209 -

0 0
1,212 993
2,481 2,068
6,438 -

157,461 146,901
19,361 17,730
51,772 78,089
1,445 2,644
1,445 2,627

- 17
7,589 6,380
2,720 743

80 9
4,448 5,598

338 29
5,582 6,459

40,046 67,895
8,221 5,120
4,192 18,614

12,414 23,734
27,632 44,161

807 807
26,825 43,354

平成25年度 中間連結会計期間平成24年度 中間連結会計期間

2012年4月１日から

2012年9月30日まで

2013年4月１日から

2013年9月30日まで

経    常    収    益

保 険 料 等 収 入
資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入
有 価 証 券 売 却 益
有 価 証 券 償 還 益
金 融 派 生 商 品 収 益
為 替 差 益

そ の 他 運 用 収 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額

特 別 勘 定 資 産 運 用 益
そ の 他 経 常 収 益

経    常    費    用

保 険 金 等 支 払 金
保 険 金
年 金
給 付 金
解 約 返 戻 金
再 保 険 払 戻 金
そ の 他 返 戻 金
再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額
責 任 準 備 金 繰 入 額
契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

資 産 運 用 費 用
支 払 利 息

有 価 証 券 売 却 損
有 価 証 券 評 価 損
有 価 証 券 償 還 損
金 融 派 生 商 品 費 用
為 替 差 損
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
貸 付 金 償 却
賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費
そ の 他 運 用 費 用
特 別 勘 定 資 産 運 用 損

事 業 費
そ の 他 経 常 費 用

経    常    利    益
特    別    利    益

固 定 資 産 等 処 分 益
そ の 他 特 別 利 益

特    別    損    失

固 定 資 産 等 処 分 損
減 損 損 失

法 人 税 及 び 住 民 税 等
法 人 税 等 調 整 額

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額
そ の 他 特 別 損 失

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

中 間 純 利 益

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損

法 人 税 等 合 計
少 数 株 主 損 益 調 整 前 中 間 純 利 益
少 数 株 主 利 益

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益
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（中間連結財務諸表の作成方針） 

 

（1） 連結の範囲に関する事項 

連結される子会社及び子法人等数 ６社 

 連結される子会社及び子法人等は、プルデンシャル生命保険株式会社、ジブラルタ生命保険株式会

社、プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社、ファイナンシャル・アシュアランス・

ジャパン株式会社、ロックウッド・ベンチャー・ワン・エルエルシー（日本支店）を営業者とする匿名組合及

びプルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン投資事業有限責任組合であり

ます。 

 非連結の子会社及び子法人等は、東邦信用保証株式会社その他３社であります。 

 非連結の子会社及び子法人等は、総資産、売上高、当期損益及び利益剰余金の観点からみて、いず

れもそれぞれ小規模であり、当企業集団の財政状態と経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度

に重要性が乏しいため、連結の範囲から除いております。 

 

 

（2） 持分法の適用に関する事項 

 非連結の子会社及び子法人等については、それぞれ連結損益及び利益剰余金に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性がないので、持分法を適用しておりません。 

 

（3） 連結される子会社及び子法人等の当中間連結会計期間の末日等に関する事項 

 連結子会社及び子法人等のうち、ロックウッド・ベンチャー・ワン・エルエルシー(日本支店)を営業者とす

る匿名組合及びプルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン投資事業有限責

任組合の決算日は１２月３１日であり、当中間連結会計期間の末日現在で実施した仮決算に基づく財務

諸表を使用して連結しております。ファイナンシャル・アシュアランス・ジャパン株式会社の中間決算日は８

月３１日であり、同日現在の財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。 

 

（4） のれんの償却に関する事項 

 のれんは、発生原因に応じて２０年以内での均等償却を行っております。 
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注記事項(中間連結貸借対照表関係) 

 

1. 会計方針に関する事項 

（１） 有価証券（買入金銭債権のうち有価証券に準じるものも含む）の評価は、売買目的有価証券については

時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法

（定額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づく責任準備金対応債券については移動平均法に

よる償却原価法（定額法）、子会社株式（保険業法第２条第１２項に規定する子会社及び保険業法施行令

第１３条の５の２第３項に規定する子法人等のうち子会社を除いたものが発行する株式をいう）については原

価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては９月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価

の算定は移動平均法）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては取得差額が金利調

整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法による償却原価法（定額法）、それ以

外の有価証券については移動平均法による原価法によっております。なお、その他有価証券の評価差額

については、全部純資産直入法により処理しております。 

 

（2） デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

（3） 有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備、構築物を除く）については定額法）を

採用しております。 

      

（4） 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウエアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額

法により行っております。 

 

（5） 外貨建資産・負債は、９月末日の為替相場により円換算しております。 

 

（6） 貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対す

る債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権については、

下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残

額を計上しております。 

また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以

下「破綻懸念先」という）に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上してお

ります。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における倒産確率に債権額を乗じた額及び過去の一定

期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額表

示しており、その金額は７２０百万円であります。 



 

 

 
8 

 

 

（7） 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計

基準の設定に関する意見書」平成１０年６月１６日企業会計審議会）に基づき、当中間連結会計期間末に

おいて発生したと認められる額を計上しております。 

 

（8） 役員退職慰労引当金は、役員等に対する退職慰労金の支払いに備えるため、支給見込額のうち当中間

連結会計期間末において発生したと認められる額を計上しております。 

 

（9） 価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に準じて算出した額を計上しております。 

 

（10） ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（平成２０年３月１０日企業会計基準委員会）に従い、

外貨建債券に対する為替変動リスク又は金利変動リスクのヘッジとして時価ヘッジ、及び外貨建債券のキャ

ッシュ・フローのヘッジとして繰延ヘッジ及び為替の振当処理を行っております。 

 なお、ヘッジの有効性の判定は、主に、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析によって

おります。 

 

(11) 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産にかかる控除対象外消

費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し５年間で均等償却し、繰延消

費税等以外のものについては当中間連結会計期間に費用処理しております。 

 

(12) 責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については、次の金額を

積み立てております。 

（プルデンシャル生命保険株式会社） 

① 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

（ジブラルタ生命保険株式会社） 

① 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

なお、将来にわたっての健全性を確保するための追加責任準備金を３，４６５百万円積み立てております。 

（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社） 

保険業法施行規則第６９条第４項第４号の規定に基づいて５年チルメル式及び全期チルメル式により計算

しております。 
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2. 主な金融資産及び金融負債にかかる連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとお

りであります。 

（単位：百万円） 

  連結貸借対照表 
計上額 

時価 差額 

現金及び預貯金 
１７３，００３

 
１７３，００３ -

コールローン 
３７，９００

 
３７，９００ -

買入金銭債権  

 満期保有目的の債券 ７２，２２９ ７６，７２５ ４，４９６
 その他有価証券 ２６，３９２ ２６，３９２ -
有価証券  
 売買目的有価証券 １９６，６４５ １９６，６４５ -
 満期保有目的の債券 ３９６，００３ ４１９，２５４ ２３，２５０
 責任準備金対応債券 ８，６５４，３１５ ９，３００，４５７ ６４６，１４２
 その他有価証券 ２，５１６，１４０ ２，５１６，１４０ -
貸付金  
 保険約款貸付 ２３２，９５０ ２３２，９５０ -
 一般貸付 ４４５，５５２ ４７３，５３３ ２７，９８０
 貸倒引当金 △１，０８３ - -
  ６７７，４１９ ７０６，４８３ ２９，０６４
金融派生商品  
 ヘッジ会計が適用されていないもの ７，４５３ ７，４５３ -
 ヘッジ会計が適用されているもの （３８，０８１） （３８，０８１） -
（借入金）  
  （２０７，６３９） （２１８，４６２） △１０，８２２

・ 貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 
・ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、（ ）で示しております。 
・ 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
 

① 現預金及びコールローンは全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。 

 
② 有価証券(買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第１０号)に基づく有価証券と

して取扱うものを含む) 
・ 市場価格のある有価証券 

9 月末日の市場価格等によっております。 
 
・ 市場価格のない有価証券 

合理的に算定された価額による評価を行っております。 
 

なお、非上場株式、組合出資金等のうち組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と

認められるもので構成されているものについては、有価証券に含めておりません。 

当該非上場株式の当中間連結会計期間末における連結貸借対照表計上額は、３５，９７０百万円、組合出

資金等の当中間連結会計期間末における連結貸借対照表計上額は３０，４１４百万円であります。 

 
③ 貸付金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返
済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価
としております。 

一般貸付のうち、法人向貸付については契約に基づくキャッシュ・フローを割引いて現在価値を計算して
時価としております。また、外部ブローカー等より時価が取得できる契約については、その時価を使用してお
ります。貸倒懸念債権については資産査定において、担保及び保証による回収見込み額等に基づいて個別
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貸倒引当金の計算が行われており、債権額から個別貸倒引当金を差し引いた金額を時価としております。 
個人向の住宅ローン等については保証会社別の区分に基づき繰上返済率を織り込んだ将来見積もりキャ

ッシュ・フローを割引いて、現在価値を計算して時価としております。 
割引率はスワップレートや国債利回り等、適切な指標に信用スプレッド等を上乗せして設定しております。 
 

④ 金融派生商品 
   為替予約取引、通貨スワップ取引、通貨オプション取引、金利スワップ取引、金利スワップション取引及び

クレジット・デフォルト・スワップ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格によっておりま
す。 

 

⑤ 借入金 

借入金は契約に基づくキャッシュ・フローをスワップレートの利回りに信用スプレッド等を上乗せした割引率
で割引いて現在価値を計算して時価としております。 

 

3. 前連結会計年度末に比して著しい変動がないため、賃貸等不動産の時価に関する事項の記載を省略して

おります。 

 

4. 貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３か月以上延滞債権及び貸付条件緩和債権の合計額は６，２７１百

万円であります。なお、それぞれの内訳は以下のとおりであります。 

貸付金のうち、破綻先債権額は３６１百万円、延滞債権額は５，５３６百万円であります。 

上記取立不能見込額の直接減額は、破綻先債権額は０百万円、延滞債権額は７１９百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６

条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じている貸付金でありま

す。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権および債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。 

貸付金のうち、３か月以上延滞債権はありません。 

なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として３か月以上延

滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は、３７３百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延

滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。 

 

5.  保険業法第１１８条に規定する特別勘定資産の額は２０２，７７８百万円であります。 

なお、負債の額も同額であります。  
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6. 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

7. 関係会社（連結される子会社及び子法人等を除く）の出資金は１０，７４６百万円であります。 

 

8. 担保に供されている資産の額は、有価証券３５，２２６百万円であります。 

また、担保付き債務の額は１４，５６３百万円であります。 

 

9. １株当たりの純資産額は、４８７，６０１，７７６円７７銭であります。 

  

10. 保険業法第２５９条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当中間連結会計期間末における今

後の負担見積額は３４，５６６百万円であります。なお、当該負担金は拠出した連結会計年度の事業費として

処理します。 

 

11. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 

イ.当連結会計年度期首現在高       ４２，６４０百万円

ロ.当中間連結会計期間契約者配当金支払額 １０，２１２百万円

ハ.利息による増加等 ２２百万円

ニ.契約者配当準備金繰入額 ６，４５９百万円

ホ.その他による減少 １百万円

ヘ.当中間連結会計期間末現在高 ３８，９０８百万円
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注記事項（中間連結損益計算書関係） 

 

1. １株当たりの中間純利益は４７，５８９，５２５円５３銭であります。 

 

2. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 




